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荷為替信用状取扱いにおける
留意点 (1)
来住哲二
貿易取引の拡大につれて，貿易取引形態も多様化し，代金決済方法もかな
り変化してきている。すなわち大手企業の本支店間取引や現地法人との取
引，また国際企業のグループ内の取引の増大化，企業間の親密化および世界
的な買手市場化を反映して，従来，決済方法の大半を占めていた信用状取引
も，その比率は徐々に低下している。わが国も1978年10月から信用状原則主
義が緩和され， 繊維， 繊維製品および雑貨類を指定22カ国（現行では19カ
国）に輸出する場合を除いて，信用状なしの DIP・DIAによる決済もすべ
て標準決済となり，さらに1980年12月の外国為替及び外国貿易管理法（一般
に外為法または管理法と略称されている）の改正により， 信用状 (Letter
of Credit; Credit; LIC)がなくても， 1年（現行では2年）を超える前
払いや後払いでなければ，通常の決済方法として扱われ，通産大臣による輸
出承認も輸入承認も不要となった。
しかし前述のような大手企業の本支店間や硯地法人との取引，また石油や
穀物などの大口貨物の取引を除いて，一般貨物による通常の貿易取引では，国
や企業規模によって信用状による決済はまだかなり蒻<,信用状を無視して
貿易取引を論ずるわけにはいかない。また信用状の内容を正確に理解しない
で，現行の決済において重要な地位を占めている信用状なしの DIP・DIA 
決済を効果的に行うことはできない。さらに信用状の性格や内容を的確に把
(1) 
握しないで，貿易取引を行うため，不必要なクレームが発生する場合が多い。
(1) 日本だけでなく，英国においても信用状取引において信用状条件と提出書類の
条件不一致がきわめて多いことが示されている （Clive M. Schmitthoff, Dis-
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したがって信用状について， 種々の立場すなわち信用状発行依頼人（通
常，買主），信用状発行銀行，受益者（通常，売主），通知銀行および手形買
取銀行などの立場からみた信用状特に荷為替信用状 (DocumentaryCredit ; 
CrMit documentaire)の取扱いにおける留意点を考察してみたい。なお売
主（輸出者）からみた荷為替信用状取扱上の問題点については，すでに発表
(2) 
したことがあるが，その後30余年を経過し，その間，通信・運送技術の発展
や革新，国際取引慣習の変容，書類の簡素化および貿易手続の簡易化などに
より，荷為替信用状に関する統一規則および慣例 (UniformCustoms and 
Practice for Documentary Credits ; UCP)（一般に信用状統一規則と呼ば
れている）も1962年， 1974年および1983年と三度にわたり改訂されており，
また売主からみた問題が最も重要で，問題点も多いと思われるので，再度，
本論文において第一に採り上げることにした。
(3) 
さて本稿では，売主が信用状を接受した場合，どのような点に注意を払う
べきかについて論じてみたい。まず信用状の記載内容における個々の留意点
を述べるに先立って，信用状および信用状取引についての総括的な留意点を
述べてみよう。
1. 信用状と売買契約の関係
売主は信用状の内容と売買契約の内容が合致しているかどうかを精査しな
ければならない。なぜならば売主が売買契約の内容通りに契約を履行して
も，銀行に提出した荷為替手形（為替手形および船積書類）が信用状に記載
されている条件に合致していなければ，銀行は手形の買取りや支払いなどを
拒絶するからである。すなわち信用状統一規則の規定から明らかなように，
crepancy of Documents in Letter of Credit Transactions, The Journal 
of Business Law, March 1987, p. 94-95. 
(2) 拙稿「輸出業者の立場より見たる商業荷為替信用状取扱上の問題点(1),(2}」関
西大学経済論集，第5巻第5号および第7号，昭和30年8月および11月刊。
(3) 硯行では信用状といえば荷為替信用状を指すものとされている。
荷為替倍用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （665)3 
「信用状は，その性質上，それが売買契約またはその他の契約に基づくもの
であっても，そのような契約とは別個の取引であり，銀行は，たとえそのよ
うな契約についてどのような参照事項が信用状のなかに合まれていても，そ
のような契約とは無関係であり，またそのような契約によりなんの拘束もう
(4) 
けるものではない」し，また「信用状取引においては，すべての関係当事者
は書類の取引を行うものであって，その書類がかかわる物品，役務およぴ／
(5) 
またはその他の行為の取引を行うものではない」からである。
わかりやすく言えば， 信用状は， 買主が売買契約書 (ContractNote, 
Contract Sheet)または注文書 (OrderSheet)などをみて，信用状発行依
頼書 (Applicationfor Letter of Credit) C以下，発行依頼書という〕を作
成し，それを他の必要書類とともに銀行に差し出すと，銀行は発行依頼人の
信用状態，輸入貨物とその売先，発行依頼書の記載事項が正確であるかなど
を精査・点検し， 妥当とみなすと， 発行依頼書に基づいて信用状を発行す
る。このように信用状は売買契約に基づくものであるが， いったん発行さ
れ，通知されると，信用状と売買契約は別の取引として扱われ，銀行は売買
契約とはなんの関係もなく，売主が提出した為替手形およぴ船積書類が信用
状条件に合致しているかどうかを確めればよいのである。
したがって売主は提出した為替手形およぴ船積書類が信用状条件に合致し
ておらなければ，たとえ売買契約通りに契約を履行しても，銀行から手形代
金を受けることはできないのである。しかし信用状による支払いが受けられ
なくても，売主は売買契約に基づき，買主に貨物代金の支払いを請求し，買
主から支払いを受けることができる。しかしながら理論的にはともかく，実
際には買主が代金を支払わない場合がかなり多いことに留意すべきである。
これに対し，売主が売買契約に遮反して履行しても，提出した為替手形お
よび船積書類が信用状条件に合致しておれば，売主は銀行から手形代金の支
払いを受けることができるのである。なぜならば「銀行は相応の注意をもっ
(4) 信用状統一規則第3条
(5) 同第4条
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てすべての書類を点検し，それが信用状条件と文面上一致しているとみられ
(6) 
るかどうかを確めなければならない」が，銀行は提出された為替手形および
船積書類が信用状条件と文面上合致しているかどうか，また書類間相互に文
面上矛盾がないかを外観上また文言上点検・確認すればよく，売買契約に合
致しているか，それらの書類は法的効力があるのかなどを検討し，調査する
(7) 
義務はない。要するに書面上合致しておればよいのである。しかし信用状に
よる支払いを受けることができても，売買契約遮反として買主から損害賠償
請求を受けることになろう。
したがって売主は侶用状条件にも，また売買契約にも遣反しないよう留意
(8) 
すべきである。
2. 伯用状の記載内容の矛盾
接受した信用状の記載内容に矛盾があれば，それに基づいて作成される為
替手形および船積書類も当然矛盾したものとなる。信用状統一規則では「文
面上相互に矛盾しているとみられる書類は，信用状条件と文面上一致してい
(9) 
ないものとみなされる」と規定されているから，売主はこの点も勘案して点
検しなければ，代金回収に支障をきたすことになる。たとえば①信用状に単
価と数量が記載されており，その合計金額が信用状金額を上廻っており，し
かも数量および金額の過不足や分割積出し（PartialShipment)が認められ
ていない場合， ③CIF条件や C&F条件でありながら，船荷証券 (Billof 
Lading; B/L)に後払運賃または向払運賃 (Freight(toJ Collect)と記載
されている場合， ⑧FOB条件や C&F条件でありながら，包括予定保険確
定通知書 (Certificateof Declaration)の提出だけでなく， 通常， 信用状
(6) 同第15条
(7) 同第4条および第17条
(8) 事例については拙稿「売買契約と信用状の関係〔貿易取引をめぐるトラプルの
事例研究(3)J」JCAジャーナル第32巻第6号， 1986年6月刊を参照されたい。
(9) 倍用状統一規則第15条
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （667)5 
面に印刷されている保険書類に関する条項を削除するのを信用状発行銀行が
．忘れたためなのか保険証券 (InsurancePolicy)または保険証明書 (Certi-
ficate of Insurance)の提出を求めていることがあるなどはその例である。
3. 信用状発行銀行の信頼度
買主の依頼と指図に基づいて信用状を発行する銀行を信用状発行銀行また
は信用状開設銀行 (IssuingBank ; Opening Bank ; Establishing Bank) 
（以下，発行銀行という）というが，信用状は発行銀行の売主に対する支払
保証状であるから，国際的に信用があり，外国為替業務に精通している銀行
が発行したものであることが望ましい。なぜならば発行銀行の信頼度が低け
れば， 荷為替手形の買取りに支障をきたすかもしれないし， さらに発行銀
行が倒産するようであれば，信用状の効果は全くなくなってしまうからであ
(10) 
る。したがって売主は信用状を接受すれば，発行銀行は信頼できるかどうか
を確める必要がある。
わが国では一般に銀行に対する信頼度は高いが，売主が接受した信用状の
なかには，信頼度の低い銀行が発行したものもあり，また信頼度は必ずしも
低いとはいえないが，銀行以外の金融機関や貿易補助機関が発行したものも
ぁ認
(10) 拙稿「信用状発行銀行の倒産〔貿易取引をめぐるトラプルの事例研究(3)〕」 JCA
ジャーナル第32巻第6号， 1986年6月刊を参照されたい。
(11) Accepting house（主として手形引受業務を中心とする金融機関で， Accept-
ance houseとも呼ばれている。 N.M. Rothschild & Sonsなど信頼度は高い
が， 以前 AcceptingHouseの一つである Sale& Co.が支払不能となり，わ
が国の銀行および輸出者が約40億円の損害を被ったことがある［小峯登著「1974
年信用状統一規則」昭和52年改訂新版， 254~255頁。同「信用状の知識」昭和60
年， 41頁および115頁］。しかしこの大半の金額は「外国向荷為替手形約定書〔硯
在は外国向為替手形取引約定書］に基づき，輸出者は銀行から償還請求され，そ
れを償還したため，英大な損害を被った）や， きわめてまれであるが， Confir-
ming house（輸入者の依頼により注文を確認し，輸出者に代金を支払い，後日，
輸入者より立替金を取り立てる貿易補助機関）が発行することがある。
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なお信用状は，通常，通知銀行 (NotifyingBank ; Advising Bank)を
経由して受益者（売主）に通知されるが，この場合でも必ずしも安全とはい
えないが，特別な場合を除いては一応安心できるであろう。しかし通知銀行
を経由しないで，買主から売主に，信用状が謹接郵送されてくるような場合
は注意を要する。
またこれに関連して注意すべきことは，接受した信用状が真正な原本であ
るかどうかを確かめることである。次のようなことはきわめて稀ではある
が，実在の銀行名またはこれらの名称と紛らわしい名称を用いて偽造信用状
を発行し，その状面に貨物を航空運送で積み出させ，その証拠書類としての
航空貨物運送状 (AirWaybill)の荷受人を買主（この場合は架空の信用状
発行依頼人，すなわち詐欺師）にするよう指図し，貨物を詐取したことがあ
(12) 
るので注意を促しておきたい。
したがって売主は本支店関係や長年取引関係にある信頼できる買主の場合
はよいが，そうでなければ，接受した信用状の発行銀行は信頼できるか，ま
た信用状の原本は真正なものであるかを確めるべきである。そのため，売主
は自己の取引銀行に，発行銀行の信頼度および信用状原本の真正性を確恩し
てもらうよう依頼すべきである。
次に信用状面に記載されている個々の留意点について述べてみよう。
4. 取消可能信用状と取消不能信用状
売主がまず注意すべき点は，信用状が取消不能 (irrevocable)か取消可
能 (revocable)かということである。信用状統一規則第7条に規定されて
いるように， 信用状は取消可能信用状 (RevocableCredit;. Credit re— 
vocable)と取消不能信用状 (IrrevocableCredit ; Credit irrevocable)に
分けられる。この分類は信用状が取消しうるか否かの区別で，信用状の本質
(12) B. 0. T. News, 2306号 (1979年12月24日発行）および同糾58号 (1982年6月
1日発行）。
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （669)7 
的分類であり，売主にとってきわめて重要な利害関係をもっている。すなわ
ち信用状が取消可能であるならば， 売主は輸出代金の回収に不安を感じ，
安心して輸出することができないから， 売主にとってはきわめて不利であ
る。
1) 取消可能信用状
取消可能信用状 (RevocableCredit; Credit revocable)とは信用状発行
依頼人の指図の有無にかかわらず，発行銀行が受益者に対しなんらの事前遥
知なしに，いつでも信用状の条件を変更したり，または信用状を取り消した
(13) 
りすることができる信用状をいう。この信用状は，発行銀行が自己の支店ま
たはコルレス銀行 (CorrespondentBank)あてに信用状の発行を通知する
形式のものであり，また支店またはコルレス銀行に支払い，引受けもしくは
買取りを行うことを授権する形式のものである。したがって支店またはコル
レス銀行は通知銀行として， 受益者に取消可能信用状通知書を送り， 支払
ぃ，引受けなどの権限が発行銀行より与えられていることを知らせる。この
通知書には，「信用状は取消可能であるから，いつでも取消しできる」 (The
credit is revocable and therefore subject to cancellation or amend-
(14) 
ment at any time)ということが記載されている。またこの信用状では発
行銀行は為替手形の引受け，支払いを保証せず，ときには引受け，支払いも
回避できるものである。たとえば「当行は本信用状を確認すること，または
それに対して振り出された手形の引受けもしくは支払いを保証する権限を顧
客（発行銀行）から与えられていない。したがって信用状は通知なしにいつ
でも取消しでき，上記の明細は貴社の手引きとなるものにすぎない」と記載
(13) 信用状統一規則第9条a項。 UniformCommercial Code (UCC), Section 5-
106(3)。
(14) H. C. Gutteridge and Maurice Megrah, The Law of Bankers'Commercial 
Credits, 1984, 7th ed., p. 306.朝岡良平絹著「逐条解説侶用状統一規則」昭和
60年， 81頁，及川竹夫著「信用状取引の実務」昭和59年， 60頁を参照されたい。
8(670) 
(15) 
されているものもある。
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しかし信用状の取消しまたは変更の効力発生は信用状に基づいて振り出さ
れた手形が支店または他行で支払い，買取り，引受けのなされる以前に，当
該支店または他銀行により取消しまたは変更の通知が接受されたときとされ
ているから，取消しまたは変更の通知を受ける前に，信用状条件と文面上一
致しているとみられる書類と引換えに支払い，引受けまたは買取りがなされ
ていれば，また後日払信用状に基づいてそのような書類の引取りがなされて
いれば，実質的に取消しの効力はなく，発行銀行は支払い，引受けまたは買
(16) 
取りを行った銀行に対して補償する (reimburse)義務を負うことになる。
したがって売主は約定品を船積みし，為替手形と船積書類を手形買取銀行に
差し出しても，手形買取銀行がすでに取消しの通知を接受しているならば，
当該手形の買取りを拒否されてもやむをえないということになり，売主は安
心して輸出できないことになる。それゆえに売主は手形買取銀行が取消通知
を接受する前に手形を取り組む必要があるし，また取消通知がきているかど
うかを通知銀行に確認したうえ，約定品を船積みしなければならない。さら
に取消可能で，買取形式になっている信用状で，手形名宛人が買主になって
いるときは，手形代金を入手しても，それは手形買取銀行の立替払いであっ
て，手形が不渡りになった場合は，手形振出人は手形買取代金を償還しなけ
ればならないから，このような信用状の場合には特に慎重に取り扱わなけれ
ばならない。ただし手形買取銀行が取消しの事実を知らないで，荷為替手形
を買い取った場合は，手形の引受け，支払いが行われるのが現慣行である。
しかしこのことは無制限に是認されるべきものではなく，発行銀行の依頼を
受けて信用状の発行を受益者に通知し，手形買取りの委託を受けた銀行が善
意で手形買取りを行った場合にのみ，この慣行は是認されるべきである。こ
(15) 拙稿「輸出業者の立場より見たる商業荷為替信用状取扱上の問題点（1)」関西
大学経済論集第5巻第5号， 昭和30年8月刊， 50頁。小峯登著「信用状の知
識」 4版，昭和60年， 55頁。
(16) 信用状統一規則第9条
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （671)9 
(17) 
の点， 1974年の信用状統一規則は明確に規定していたが， 1983年の信用状統
(18). (19) 
ー規則のこの点に関する規定は不明瞭である。
いずれにしても，取消可能信用状の性質からみて，通知銀行が支払い，引
受けまたは買取りを行った場合にのみ，当該銀行を保護すべきである。それ
ゆえに取消可能信用状は手形買取銀行指定信用状 (RestrictedCredit)で
あるべきである。なおこの補償は通知銀行を通じて接受した取消可能信用状
の場合には，取消しまたは条件変更の通知を受ける前に，受益者が通知銀行
兼手形買取銀行に荷為替取組を行えば，信用状統一規則の規定に鑑みて，売
主（受益者）も間接的に亨受できるであろうが，通知銀行を通さないで，信
用状発行銀行または信用状発行依頼人から直接，接受した取消可能信用状の
場合には， 信用状統一規則に規定されている補償はないから， 売主（受益
(20) 
者）は信用状統一規則の保護は全く与えられていないことになる。
このように取消可能信用状は売主にとってきわめて不利な信用状であるた
め，実際にはほとんど用いられていない。わが国では信用状原則主義が撤廃
されたとはいえ，繊維，繊維製品および雑貨などを指定地域に輸出する場合
は，この信用状による決済を特殊決済として，通産大臣の輸出承認を必要と
している。それゆえに売主は利益保護という点において，後述の取消不能信
用状を求めるべきである。
2) 取消不能信用状
取消不能信用状 (IrrevocableCredit; Credit irrevocable)とは発行銀
(17) 信用状統一規則 (1974年改訂）第2条
(18) 信用状統一規則第9条
(19) 本条項の定められた歴史的経緯から考えると，通知銀行のみと解する方が合理
的であるが，文理解釈上は通知銀行と他の銀行が別個に存在しうると解さざるを
えないように思われるという解釈もあり（朝岡良乎編著，前掲書， 83~86頁），
また第9条の条文から通知銀行に限定されていることが推論できるという解釈も
ある（東京銀行編「貿易と信用状」昭和62年， 44頁）。
(20) 東京銀行編，前掲書， 45頁。
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行がいったん信用状を発行し，受益者に通知したならば，発行銀行，確認銀
行（もしあれば）および受益者の同意がないかぎり，有効期限内に信用状を
(21) 
一方的に取り消したりまたは条件の変更ができない侶用状をいう。この信用
状では，通常，信用状に明記された書類が呈示され，かつそれが信用状条件
に合致しているならば，発行銀行が手形の支払い，引受けを行うことを確約
(22) 
している。したがって売主は倍用状条件に合致した為替手形およぴ船積書類
を差し出せば，間逮いなく代金の支払いを受けることができるから，売主に
とって有利である。ただし信用状統一規則を採択していない国から，取消不
能ではあるが，支払確約はしていないといって支払いを拒絶されたことがあ
るので，信用状に支払確約文言たとえばWehereby engages with drawers, 
endorsers and bona fide holders that drafts drawn and negotiated in 
conformity with the terms of this credit will be duly honoured on 
presentation and that drafts accepted within the terms of this credit 
will be duly honoured at m的turityのような文言が記載されているかど
うかを確めておくことが大切である。また信用状統一規則を採択している国
から接受した取消不能信用状の場合には，信用状統一規則適用文言たとえば
This credit is subject to the Uniform Customs and Practice for Do-
cumentary Credits (1983 Devision), International Chamber of Com-
merce, Paris, ・ France, Publication No. 400が記載されていれば，支払確
(23) 
約文言がなくても，発行銀行が支払確約をしているから，信用状に支払確約
文言が明記されていなくても差し支えない。
なお取消不能信用状の場合でも， 輸入国政府の政策（外貨の支払停止），
輸入国の法規遮反（輸入国の検査基準に合致していない場合）， 戦争および
買主の不誠意または不注意（信用状条件に矛盾があるため，約定品を船積み
できない場合，または入手できない証明書などを要求している場合）などに
(21) 信用状統一規則第10条d項。 ucc5-106条2項
(22) 同第10条a項
(23) 同上
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （673)11 
よって支払いが確保されないこともあるので注意を要する。また，売主が提
供する船積書類に在日の買主の支店または代理店のカウンター・サイン（副
署）を求めているもの，もしくはこれらによる発行の検査証明書 (Certifi-
cate of Inspection ; Inspection Certificate)の提出を求めているものなど
があるが，このことは買主の立場から言えば，売主が契約通りの商品を送っ
てくるかどうかを確めるために当然であろうが，売主にとっては市価下落の
(24) 
ときなどに買主によって悪用されることがあるので注意を要する。
最後に，信用状の取消しの諾否について述べておこう。現行では「すべて
の信用状には，それが取消可能 (revocable)または取消不能 (irrevocable)
(25) 
のいずれであるかが明示されるべきである」とされ，さらに「そのような明
(26) 
示のない場合は，その信用状は取消可能のものとみなされる」とされている。
しかし米国統一商事法典 (UCC)第5編信用状では，これに関する規定はな
(27) ・ .... 
く，判例では信用状に異なる規定のないかぎり，またフロリダ州およびIレイ
ジアナ州では，信用状にこのような明示を欠くときは，取消不能 (irrevoca-
(28) 
ble)なものと推定するとのことである。 また日本をはじめ他の国の国内委
員会等から1983年規則改訂作業過程において「このような明示のないときは
取消不能とみなされる」という規定にすぺきであるという提案がなされた
・ (29)
が，最終的には受け入れられなかったそうである。
以上のことからわかるように，売主にとっては取消不能信用状でなけれ
ば，その効果はきわめてうすいので，接受した信用状が取消不能信用状であ
るかどうかを精査すべきである。
(24) 拙稿「バイヤーの支店のカウンクー・サイン［貿易取引をめぐる｀トラプルの事
例研究(7)］」 JCAジャーナル第33巻第2号， 1986年2月刊を参照されたい。
(25) 信用状統一規則第7条b項。 ucc5-103条第1項(a)
(26) 同第7条c項
(27) Michael Rowe, Letter of Credit, 1985, p. 37. 
(28) 東京銀行編，前掲書， 101~102頁。
(29) 朝岡良平編著，前掲書， 67~69頁。
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5. 確認信用状と無確認信用状
信用状が確認されているか，または確認されていないかは，売主にとって
関心事の一つである。信用状の確認 (Confirmation)については，発行銀行
の支払確約とする英国系解釈と，発行銀行以外の銀行（おおむね通知銀行）
の支払確約とする米国系（ないし統一規則）解釈があったが，現行では英国
系銀行も統一規則を採択し，統一規則の解釈と同じ解釈をとっているので，
確認と無確隠の区別は発行銀行以外の銀行の追加確約があるかどうかの区別
であると考えればよい。
1) 確認信用状
確認信用状 (ConfirmedCredit; Credit confirme)とは発行銀行以外の銀
行（おおむね通知銀行）が，発行銀行の依頼を受けて，信用状に明記された書
類が呈示され，かつそれが信用状条件に合致しているならば，支払い，引受
(30) 
けまたは償還義務を免除して買取りを行うことを確約した信用状をいう。こ
の信用状は取消不能信用状を確認（支払確約）したものであり，通常，確駆
文言すなわち確認銀行の支払確約文言， たとえば Theabove mentioned 
correspondent engages with you that al drafts drawn in conformity 
with the conditions of this credit will be duly honoured. At the re-
quest of our correspondent we confirm their credit and also engage 
with you that drafts drawn in conformity with the conditions of this 
(31) 
credit will be duly honouredのように記載されていた。しかし近年， ICC
の標準荷為替信用状関係書式 (StandardDocumentary Credit Forms)で
は， 信用状統一規則に確認銀行の支払確約の内容が詳細に書かれているた
め，確認信用状が信用状統一規則に準拠するものであれば，それを適用すれ
(30) 信用状統一規則第10条b項
(31) 拙稿「確認信用状についての再検討」関西大学商学論集第3巻第1号， 1958,
68頁。
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （675)13 
ばよいと解してか，次のような簡単な文言すなわち Asrequested by our 
correspondent, we hereby confirm the above creditのように，信用状
を確認するという文言だけで，支払確約の内容を明記した文言は記載されて
(32) 
いない。
いずれにしても，売主は発行銀行による支払確約と確認銀行による支払確
約すなわち複数確約をもったことになる。さらにこのような確認は発行銀行
の授権または依頼に基づいて行われるが，確認を行った銀行すなわち確認銀
行は発行銀行と同様の責任をもつことになるから，発行銀行が破産または支
払拒絶した場合でも，手形の引受け，支払いを行う義務がある。それゆえに
売主は必要な場合は発行銀行または確認銀行を，もしくは両銀行を告訴する
ことができるのである。また買取形式の信用状の場合も売主（手形振出人）
または善意の所持人が信用状条件通りの為替手形および船積書類を差し出せ
ば，確諮銀行は必ず買取りを行い，発行銀行が破産しても，売主に実際上償
還請求することはできない。なぜならば売主は確認に基づく債権によって確
認銀行の手形法上の償還請求に対抗しうるからである。このように確認銀行
の債務は重大であるので，確認銀行が発行銀行の義務履行能力に十分な信頼
をもっているのでなければ，また発行銀行が所在する国の政治・経済情勢が
安心できるものでなければ確認しないであろう。
上述のように，確認信用状では発行銀行による支払確約に加えて，確認銀
行が発行銀行と別個に手形の引受け，支払いまたは手形の振出人および／も
(33) 
しくは善意の所持人に償還義務を免除して買取りを行うことを確約している
から，売主にとってはきわめて有利な信用状である。
(34) 
信用状を確認する (confirm) ということは， 必ずしも発行銀行自体の信
(32) 国際商業会議所著同日本国内委員会訳「標準術為替信用状関係書式」昭和62
年， 52頁。 ICC,Guide to documentary credit operations, publication No. 
415, 1985, p. 13.東京銀行編，前掲書， 57~58頁および333頁。
(33) 信用状統一規則第10条b項
(34) Confirmという語はラテン語の conおよび firmareから転化したもので，
"to.make firm or firmer; to add strength to; to corroborate’'を意味し，
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用状態が悪いから行われるのではなく，その国や地方において一流銀行であ
っても，国際的に著名でなく，受益者にその信頼を得ることができないため
に行われるのであって，受益者（売主）は通常，自己の所在地にある銀行に
確隠してもらうことを希望する。前述したように， 信用状を確隠した銀行
（確駆銀行）は確謁した日から発行銀行と同様の責任をもつことになるか
ら，発行銀行が支払不能になっても，支払い，引受けまたは買取りをしなけ
ればならない。したがって売主は信用不明な発行銀行の確約の上に，著名な
銀行の確隠を得たためきわめて有利な立場になり，確認銀行が売主の所在地
にある場合は，為替手形と船積書類を差し出すと，支払い，引受けを受ける
ことができ，また確腿銀行が売主の所在地以外にある場合は，確認銀行の支
払確約により，自国で容易に買取りを受けることができる。したがって確隠
という複数確約を得ることは， 売主が振り出した荷為替手形の流通性を高
め，ひいては貿易取引の拡大化ないし円滑化をはかるものであるといえる。
(35) 
これに対し，無確認信用状 (UnconfirmedCredit; Credit nonconfirme) 
とは発行銀行以外の銀行が信用状に基づいて振り出された手形の引受け，支
払いまたは買取りを行うことを確約していない信用状をいう。この信用状に
は，通常，単に通知銀行により手形支払いに関する約束なしに通知されたも
のである旨の免責文言たとえば pleasenote that this is solely an advice 
(36) 
and conveys no engagement by usのように記載されている。このよう，
に通知銀行は信用状の発行を通知するのみであるから，その通知の事実のみ
によって，なんらの責任を負うものではなく，したがって受益者（売主）も
Confirmationは “astrengthening, ratifying or sanctioning ; that which 
gives new strength to’'と定義される。したがってすでに存在するある物に，
さらに新しい力を加えるすなわち既存の義務に別の保証を付加するということを
意味するにほかならない (WilbertWard & Henry Harfield, Bank Credits 
and Acceptances, 4th ed., 1958, :p. 19)。
(35) 不碓認信用状とも呼ばれるが，現行では無確認信用状と呼ぶ人が多い。
(36) 東京銀行絹，前掲書， 329頁および379頁。拙稿「確認信用状についての再検
討」 69頁。
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （677)15 
確認信用状の場合のように，この銀行によって支払い，引受け，買取りまた
(37) 
は後日払いなどの確約を与えられたことにはならない。しかし無確認信用状
は売主にとって必ずしも不利とはいえず，問題はむしろ前述の取消不能信用
状または取消可能信用状に結ぴついたときに生ずる。
したがって(1)取消不能確認信用状 (Irrevocableand Confirmed Credit) 
であれば，発行銀行と確駆銀行の複数確約があるので，売主にとってはきわ
めて有利である。 また， （2）取消不能無確認信用状 (Irrevocableand Un-
confirmed Credit)であれば，発行銀行の支払確約があるため，売主にとっ
ては特に不利ではなく，この形態の信用状が硯在一般に用いられている信用
状である。しかるに実際界の人のなかに，このような信用状をみたこともな
いのに， 一般的に用いられているというのは納得しがたいという人がいる
が，無確認の場合は，ことさら無確認であることを信用状に記載する必要は
ないので，その用語は使用されていない。したがって一般に用いられている
取消不能信用状 (IrrevocableCredit)は言いかえると，取消不能無確謁信
用状 (Irrevocableand Unconfirmed Credit)のことであることを忘れて
はならない。しかし(3)取消可能無確認信用状(Revocableand Unconfirmed 
Credit)であると，いずれの銀行も支払確約をしていないため，＇売主にとっ
てはきわめて不利な信用状であり，安心して輸出できない。このほか，取消
可能確腿信用状 (Revocableand Confirmed Credit)も考えられるであろ
うが，発行銀行がいつ取り消すかもわからない信用状を他の銀行が確認する
ことはありえないので，このような信用状は実際には存在しないであろう。
なお英国をはじめ，フランスおよびドイツでは，従来，発行銀行の支払確
約のある信用状を ConfirmedCreditといい， Irrevocable Creditと同じ
(38)． 
ように解釈していたか，現行では発行銀行以外の銀行の支払確約のある信用
状を ConfirmedCreditと呼ぶ統一規則と同じ解釈をとっている。しかし
ながらこのような解釈がいまだに残っている国があるのか， Irrevocable
(37) 信用状統一規則第8条。
(38) 詳細は拙稿「確認信用状についての再検討」 53~67頁を参照されたい。
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and Confirmed Creditとしていながら，通知銀行に確認を依頼していない
(39) 
ものがあるようである。
最後に倍用状に確認の文言のないものは無確隠信用状とみなされるから，
売主は信用状に確認の文言が記載されているかどうかを点検すべきである。
6. 信用状の有効期限と契約の履行
売主は約定品の船積期限や信用状の有効期限が契約を履行するのに可能な
期限になっているかを注意すべきである。なお船積期限の問題は次節で採り
あげるので，ここでは信用状の有効期限 (ExpiryDate)について述べるこ
とにする。
1) 信用状の有効期限
信用状はその機能からみて，銀行の信用が無限に供与されるものではな
く，信用状にその有効期限が明示されていなければならない。この点，信用
状統一規則も「すべての信用状には，支払い，引受けまたは買取りのための
(40) 
書類の呈示についての有効期限が明示されなければならない」と規定し，発
行銀行に対して信用状に有効期限を明記することを義務づけている。明示の
方法として，（1）信用状の有効期限は何年何月何日というようにその該当個所
に確定日を記載しているもの，また(2)手形は何年何月何日よりも遅くなく，
(41) 
買取りのために呈示しなければならないというように手形呈示期限を記載し
ているものがあり， この手形呈示期限がこの場合は信用状の有効期限であ
る。さらに(3)信用状に信用状の有効期限およぴ最終船積日（船積期限）が明
記され，かつ特別条件として「書類は船荷証券の船積日後10日以内ただし信
(39) 東京銀行編，前掲書， 58頁。
(40) 信用状統一規則第46条a項
(41) Draft must be presented for negotiation not later than……または Draft
must be presented for negotiation on or before..……という文言が用いられて
いたが，最近は有効期限の欄に確定日を書くことが多い。
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （679)17 
(42) 
用状の有効期限内に買取りのために呈示しなければならない」と記載されて
いる信用状が多く用いられているが，この場合は信用状の有効期限に注意す
るだけでなく，船積日と書類の呈示日を念頭において処理しなければならな
い。たとえば最終船積日が10月31日，信用状の有効期限が11月10日，そして
船荷証券の船積日後10日以内に書類を呈示することになっていた場合に，売
主が10月25日に約定品を船積みし， 10月25日付の船積船荷証券を入手し，そ
れを他の船積書類とともに，為替手形に添付して11月10日に手形買取銀行に
呈示したとしよう。この場合は船積期限までに船積みし，荷為替手形（為替
手形および船積書類）も信用状の有効期限内に呈示しているので，一見信用
状条件に合致しているように思えるが，船積日後10日以上（この場合は16日）
を経過して荷為替手形を呈示しているから，信用状の有効期限内でも倍用状
条件遣反として買取りに応じてもらえない。それゆえに実質的には船積後10
日が信用状の有効期限と考えて処理する必要がある。
これに対し前述の事例で，船積期限が記載されていない場合に，売主が11
月10日に船積みし， 10日付の船積船荷証券を含めて， 11月18日に荷為替手形
を呈示したときも，信用状条件に遮反したものとして買取りを拒否されるこ
とになる。 なぜならばこの場合は， 信用状に有効期限は 11月15日と記載さ
れ，さらに船荷証券の船積日後10日以内，しかし信用状の有効期限内に荷為
替手形を呈示しなければならないとされているにもかかわらず，売主が11月
18日に荷為替手形を呈示することは呈示期間内ではあるが，倍用状の有効期
限を超えており，信用状条件の遮反になるからである。この場合は，売主は
信用状の有効期限を守ることが第一で，呈示期間の遂守はその後の問題であ
る。したがって売主は本例の場合は11月15日までに荷為替手形を呈示しなけ
ればならないから，実質的には船積後5日の余裕しかないことになる。ただ
(42) Documents must be presented for negotiation within ten(IO) days after 
the on board date of bils of lading, but within the credit validity. なお
最近の標準荷為替信用状関係書式では Documentsto be presented within… 
days after the date of issuance of the transport document(s) but within 
the validity of the creditなる表現が用いられている (ice,前掲書， 57頁）。
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し，売主が10月25日に船積みしたとすれば，これとは異なった，前例のよう
な解釈になる。なお信用状に最終船積日（船積期限）と書類の呈示期間が記載
されているが，信用状の有効期限が記載されていないときは，船積期限後の
書類呈示期間の最終日をもって信用状の有効期限とみるのが穏当であろう。
このように信用状に有効期限を明示しなければならないが，それは売主が
約定品を船積みし，信用状条件に合致した荷為替手形を買取りのために手形
買取銀行に呈示するのに必要かつ十分なる期限をもっていなければならな
い。しかるに信用状のなかには，契約を履行するのに不十分な有効期限が記
載されているものがかなり多い。このことは売主が約定期間内に約定品を船
積みし，信用状の有効期限内に信用状条件に合致した荷為替手形を呈示する
こ＇とを困難または不可能にすることになる。しかしながら売主のなかには，
買主に要求すれば，いつでも信用状の有効期限を延長してくれるものと思っ
ているのか，または約定品の仕入調達や製造を早めれば約定期間が短縮され
ていても，その期間内に何とか約定品を船積みし，荷為替手形を呈示できる
と思っているのか•信用状の有効期限について簡単に取り扱っている者もい
る。しかし，相場下落の傾向，資金調達難，またアフリカなどとの取引のよ
うに代理店 (agent; agency)を通じて取引している場合は，信用状の有効
期限の延長はかなりむつかしいことがある。また買主が有効期限の延長を承
諾しても，輸入ライセンスの関係などもあって，延長できない場合がおこる
かもしれない。売主は買主が有効期限の延長を欲しない場合は，有効期限の
延長を買主に強制する力は少しもない。
なお有効期限に関連して， 有効期限の満了場所にも注意を払う必要があ
る。通常，売主の地にある銀行の所在地が多いが，時には発行銀行の所在地
になっている場合，また確認信用状の場合は通常，確隠銀行の所在地になっ
ているから，注意すべきである。なぜならば，もしそれが外国の都市や国名
になっているときは，売主は郵便日数を考慮して，荷為替の取組を行わなけ
ればならないからである。
いずれにしても売主は信用状の有効期限に遅れることなく，書類を呈示し
荷為替信用状取扱いにおける留意点(1)（来住） （681)19 
(43) 
なければならないから，売買契約の締結に際して明確な取決めを行い，さら
に信用状の接受に際しては，すべての点において要求と合致しているか否か
を綿密に点検すべきである。
2) 書類の里示期間
書類は信用状の有効期限内に呈示しなければならないが，有効期限の当日
が含まれるのかどうかが問題になる。この点， 信用状統一規則では「書類
(44) 
は，このような有効期限またはそれ以前に呈示されなければならない」と規
定し，有効期限の当日を含むことを明らかにしている。そして有効期限およ
ぴ／または書類呈示期間の最終日が銀行の休業日であるときは，銀行の翌営
(45) 
業日まで延長される。わが国民法も，またわが国手形法も同趣旨の規定を設
(46) 
けている。なお英国の銀行では従来，このような慣行はなく，むしろ前日を
もって有効期限の最終日として取り扱われていたが，現行では信用状統一規
則を採択しているので，信用状統一規則の解釈と同じように翌営業日まで延
長されるという解釈をとっている。しかしこの規定は船積期限に対しては適
(47) 
用されない。
なお書類の呈示期間については，信用状にその有効期限を記載するほか，
支払い，引受けまたは買取りのために書類の呈示を要する期間として，運送
書類の発行日後の特定期間を記載することによって，呈示期間を明示してい
(48) 
る。また従来，船荷証券またはその他の積出書類が発行日より不当に遅れて
• 
呈示された場合は効力喪失の書類 (StaleDocument)として買取りを拒絶
されたが，現行では特定期間の明示のないときは，銀行は運送書類の発行日
後21日を経過して呈示された書類を拒絶することになっている。信用状統一
(43) 偶用状統一規則第47条a項
(44) 同第46条b項
(45) 同第48条a項
(46) 民法第142条および手形法第72条第1項
(47) 信用状統一規則第48条b項
(48) この文章については注42を参照されたい。
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(49) 
規則はこれらの点を明確に規定している。さらに書類の呈示期間の最終日が
銀行の休業日であるときは，信用状の有効期限のところで述べたように，そ
(50) 
の期限はそれに続く銀行の最初の営業日まで延長される。たとえば11月10日
が休業日である場合は11月11日まで延長されるということである。しかし忘
れてならないことは，この休業日は日曜日や祝祭日のような法律上または慣
習上，銀行の休業日と認められる日をいい，天災，騒擾，暴動，反乱，戦争
もしくは銀行の関知しがたいその他の原因，またはストライキもしくはロッ
(51) 
クアウトによる業務の中断から生じた銀行の休業日は含まれない。なお売主
が営業時間外に書類を呈示してきた場合は，銀行は書類の呈示に応じなけれ
(52) 
ばならない義務はないが，この規定は書類の呈示に応ずることを禁止したも
のではないから，実際には銀行の判断で処理しているようである。
3) 日付用語
信用状の有効期限や書類の呈示期間に関連して，日付用語のことを簡単に
触れて注意を促しておきたい。
信用状においてすべての日付用語に適用される “to","until", "til", 
"from"およびこれらと類似の意味の語は， 記載された日を含むものと解
(53) 
されている。 また “after"という語は， 記載された日を除外するものと解
(54) 
されている。 たとえば， 信用状に Thiscredit is valid until Noyember 
10, 19XXと記載されておれば， 「本信用状は19XX年11月10日まで有効であ
る」と解し， 11月10日を含めて，その当日まで使用できるのである。さらに
1983年より新しく付加された “from"と ‘‘after"の区別をはっきりと示し
(49) 信用状統一規則第47条a項
(50) 同第48条a項
(51) 同上
(52) 同第49条。なおわが国商法も同趣旨の規定をしている（第520条）。
(53) 同第51条
(54) 同上
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ておこう。たとえば Documentsto be presented within ten (10) days 
after the date of issuance of the transport t;locument(s) but within the 
validity of the creditの場合は，書類は運送書類の発行日後10日以内に，
ただし信用状の有効期限内に呈示されなければならないと解されるように，
船積日の翌日から，わかりやすく言えば船積日の翌日を初日として計算する
ことになり，もし “after"の代りに “from"が記載されていれば，船積日
から，わかりやすくいえば船積日を初日として計算することになる。また現
行の信用状ではほとんど用いられていないが， 日付文言である月の “first
half", "second half"の用語はそれぞれ各月の「1日から15日まで」およ
(55) 
ぴ「16日から末日まで」と解されている。さらに月の “beginning","mid-
die”， または ‘‘end"の用語はそれぞれ各月の「1日から10日まで」， 「11日
(56) 
から20日まで」および「21日から末日まで」と解されている。
最後に売主が信用状の有効期限が不十分であったため，または信用状条件
の訂正とそれに伴う有効期限の変更のため，売主が買主にその延長を要求し
た場合に，信用状の有効期限および／または運送書類発行日後の書類呈示期
(57) 
間が延長されても，船積期限は延長されたことにはならない。ただし船積期
限が明記されていないときは，信用状の有効期限の延長はそれに相応する船
積期限の延長となる。したがって売主はこの点に留意し，買主に信用状の有
効期限の延長を求める場合には，船積期限と信用状の有効期限を区別して，
それぞれの延長をしてもらうよう依頼しなければ，船積みならぴに書類呈示
に支障をきたすことになることを忘れてはならない。
(55) 同第52条
(56) 同第53条
(57) 同第48条b項
